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た社会関係資本や 2003 年に OECD による「キー・コンピテンシーの定義と選択(Defining and 
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た学習者自身の「スキル」が社会経済的成果にどのような影響を与えているのかを示す研究が近
年報告されている。それは例えば、アメリカのペリー就学前プロジェクトや英国のシュアスター
ト・プロジェクトといった幼児期や学齢期における介入プログラムである。これらの介入プログ
ラムは、家庭の貧困に取り組むことを目的として開始されており、学習意欲や IQの向上、子ども
の自立性や自己制御の向上が報告されている。OECD教育研究革新センターが「OECDの縦断的分析
と実証的文献が示すエビデンスは、社会情動的スキルが、認知的スキルとともに、子どもが人生に
おいて成功するために重要な役割を果たすことを示唆している。社会情動的スキルは、社会的成
果の向上において特に効果的であり、認知的スキルは、高等教育や労働市場での成果に関して特
に重要である」（OECD、2018、p.98）と報告しているように、幼児期や学齢期における「スキル」
の社会的成果が強調されている。 
 これらのスキルが学校教育や家庭、地域社会など様々な領域で獲得されるとすれば、幼児期や
学齢期に培われるこれらのスキルの社会的成果が、個人のウェルビーイングにどれほどの影響を
及ぼしているのかが重要である。なぜなら社会経済的成果への貢献という観点において、社会情
動的スキルが個人のウェルビーイングや貧困にポジティブな効果をもたらすのであれば、社会情
動的スキルは、個人が「よりよく生きる」ために必要な基本的な資質や能力として位置づけられる
からである。そこで本研究では、普通自動車運転免許所有者に質問紙調査を実施し、社会情動的ス
キルが個人のウェルビーイングにどのような相関をもたらしているのかを明らかにする。それに
より、社会情動的スキルが、個人が「よりよく生きる」ために必要な基本的な資質や能力として位
置づけられ、また個人のウェルビーイングに影響を及ぼすことを提示できると考えられる。 
 
 
【方 法】 
本研究は、2020 年３月までに鳥取県中部地区運転免許センター（鳥取県東伯郡湯梨浜町大字上
浅津 216）で運転免許講習を受講する普通自動車運転免許所有者に対して質問紙調査を実施する。
サンプル数は、200名程度を予定しており、得られたデータは統計ソフト Rを用いて解析する。具
体的には、受講講習の種類、交通事故の頻度や交通安全への態度を応答変数、日本語版ビッグファ
イブ指標(TIPI-J)を説明変数として、一般化線形混合モデル(GLMM)による統計解析を行う（図１）。
項目間の対応関係を明らかにするため、構造方程式モデリングを用いた統計解析も併せて行う。 
また、対象者の倫理的配慮については以下の点について配慮する。 
（１）対象者の保護と安全の確保 
対象者は、質問紙回答にあたって、危険に晒されることはない。研究に対する協力は、対象者の
自由意志による。 
（２）インフォームド・コンセント 
本研究計画および倫理的配慮に関する項目を記した文書を対象者に提示し、その内容に同意し
た対象者のみが回答する。倫理的配慮に関する項目は以下の通りである。 
・回答は強制されるものではなく、参加しないことで不利益を被ることはない。 
・回答しない項目があっても構わない。 
・調査は研究目的でのみ使用し、統計的に処理される。個人の回答をそのままの形で公開するこ
とはなく、個人が特定されることもない。 
（３）個人情報の保護 
本質問紙調査では、個人を特定できる情報の記入を求めない。回収した質問紙は、免許センター
を介して研究代表者・研究協力者に渡される。その後、研究代表者の個人研究室（施錠可）にて厳
重に保管し、情報の漏洩を防ぐ。質問紙は５年間保存し、保存期間終了後はシュレッダーを用いて
廃棄する。データ解析にあたってコンピュータを用いるが、コンピュータ本体とデータフレーム
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にパスワードを設定する。 
現時点で、質問紙は完成済みである。2019年 11月まで、質問紙とその分析内容・方法について、
先行研究等を踏まえながら、協議を進めてきた。さらに 12月より、調査対象である鳥取県中部地
区運転免許センターとの交渉に入り、質問紙等の修正を重ねてきた。センター側から正式な承諾
をいただき次第、すぐに調査を始める予定である。 
今後は、質問紙調査の実施及び回収を計画通りに進めていき、2020 年６月までに分析を行う。
分析した結果については、学会報告及び学術雑誌への論文投稿等を通して、公表していく。 
図１．解析全体の模式図 
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